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国際租税協会（International Fiscal Association）。IFA は OECD 税務委員会のシ
ンクタンクとして国連の国際租税専門家会議にもオブザーバー参加してお
り、世界的にもっとも権威のある租税専門研究団体である。 
IRC アメリカ内国歳入法典(Internal Revenue code) 
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1978 年の改革開放政策の採用以来 2009 年までに、中国へ進出した外国企業は 68.3 万社
であり、投資規模は 9,544 億ドルに達している。しかしながら、この 68.3 万社の外国企業











































































































































第 1 章  日本における移転価格税制 
 
 

















 第 4 節 小括 
 















第 1 章  日本における移転価格税制 
 
 
第１節 日本における移転価格税制導入の背景   
 






















                                                   







7 濵田明子『国際的所得移転と課税――移転価格税制の本質』（法令出版社、2010 年）16 頁。  

















年に内国歳入法第 482 条10として規定され、1986 年に無形資産取引に係る部分の追加がな
されて現在に至っている11。 








                                                   
9 増井良啓／宮崎裕子『国際租税法』第 2 版、（東京大学出版会、2011 年）165 頁。 
10 アメリカ内国歳入法第 482 条は「2 以上の組織等が同一の利害関連者により直接または関接
に所有されまた支配されるとき、脱税の防止または当該組織等の所有を明確に反映するために
必要である場合には、財務長官及び代理人は総所得、経費控除・税額控除またはその他の控除
を配賦、割当てまたは振り替えることができる。」と規定している。“In any case of two or more 
organizations, trades, or businesses (whether or not incorporated, whether or not organized in the 
United States, and whether or not affiliated) owned or controlled directly or indirectly by the same 
interests, the Secretary may distribute, apportion, or allocate gross income, deductions, credits, or 
allowances between or among such organizations, trades, or businesses, if he determines that such 
distribution, apportionment, or allocation is necessary in order to prevent evasion of taxes or 
clearly to reflect the income of any of such organizations.）”I.R.C§482. 
11 川田剛『移転価格税制』（税務経理協会、2010 年）209 頁。 






3. OECD 租税委員会での議論 
 
OECD（経済協力開発機構）では、国際租税における移転価格税制の問題について、1970
年代から租税委員会（Committee on Fiscal Affairs）において検討がなされてきた。この検討
を踏まえ、1976 年に「国際投資及び多国籍企業に関する OECD 加盟国政府の宣言」は採択




また、1979 年には、OECD 理事会が、「移転価格と多国籍企業（Transfer Pricing and 
Multinational Enterprises）」と題する報告書を採択し公表した。この報告書では、棚卸資
産の移転、技術及び商標の移転、役務の提供、資金の貸付につき、それぞれ OECD モデル
条約15第 9 条16第 1 項の適用のあり方が議論され、独立企業間価格の算定方法を詳細に分析、
検討した内容が記されている。 
以後、OECD 租税委員会は、数回にわたり移転価格税制問題に関する報告書を公表して
                                                   
13 アメリカ内国歳入法第 482 条 
14 金子宏「移転価格税制の法理論的検討――我が国の制度を素材として」、樋口陽一他編『現








メリカ、日本（1964 年 4 月 28 日）、フィンランド（1969 年 1 月 28 日）、オーストラリア（1971
年 6 月 7 日）、ニュージーランド（1973 年 5 月 9 日）、メキシコ（1994 年 5 月 18 日）、チェ
コ （1995 年 12 月 21 日）、ハンガリー （1996 年 5 月 7 日）、ポーランド （1996 年 11 月
22 日）、韓国 （1996 年 12 月 12 日）、スロバキア（2000 年 12 月 14 日）、チリ（2010 年 5
月 7 日）、スロベニア（2010 年 7 月 21 日）、イスラエル（2010 年 9 月 7 日）、エストニア（2010
年 12 月 9 日）。 





転価格ガイドライン）」(Transfer Pricing Guidelines for Multinational Enterprises and Tax 




きた。更に、1981 年 3 月には、衆議院大蔵委員会で、「所得の海外移転に適応した税制及
び執行体制の整備について検討すること」との付帯決議が行われた。 
 1984 年には、移転価格税制の導入に係る検討を行うため、大蔵省主税局長の私的諮問機
関として国際課税問題研究会が設けられ、同研究会は 1985 年 8 月に報告書を提出した。 

















                                                   
17 川田『移転価格税制』 24 頁。例えば、1984 年報告書「移転価格算定と多国籍企業―三つ
の課税問題」、1987 年報告書「過少資本」等。 
18  政府調査会「昭和 61税制改正に関する答申」昭和 61 年 12 月、5 頁。 
19 「日米“税金摩擦”深刻に――アメリカ税庁、日系企業に追徴金、法解釈で食い違い」日本経
済新聞 1982 年 4 月 7 日。 
20 1987 年～1988 年、トヨタ自動車は約 340 億円を IRS に支払、日産自動車は約 620 億円を
IRS に支払った（太陽 ASG エグゼクティブ・ニュース、2009 年 3 月第 73 号）。 

































                                                                                                                                                     
追徴課税。同年 11 月、IRS が、富士通のアメリカ子会社に総額 87 億円の追徴課税（太陽 ASG 
エグゼクティブ・ニュース、 2009 年 3 月第 73 号）。 
22 駒宮史博「移転価格税制の導入」、金子宏編『租税法の発展』（有斐閣、2010 年）233 頁。 
23 川田剛『国際課税の基礎知識』七訂版、（税務経理協会、2006 年）294 頁。 
24 川田『移転価格税制』 26 頁。 
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1991 年 ①更正の期間制限（いわゆる除斥期間）の延長（3 年から 6 年へ） 
②徴収権の時効の延長（消滅時効の 1 年間進行停止） 
③比較対象企業に対する調査権限の創設 
④国外関連者に対する寄付金の全額損金不算入 
1992 年 相互協議の申立て及び処理に関する通達公表 
1999 年 事前確認に係る事務運営指針公表 
2000 年 利益分割法の適用等を明らにする法令解釈通達改正 






2004 年 独立企業間価格の算定方法として「取引単位営業利益法」を導入  








2007 年  ①租税条約の相手国との相互協議に係る納税猶予制度を導入 
②「移転価格税制の適用に当たっての参考事例集」を公表 







2010 年 ①文書化義務の法令による明確化 
②取引価格の交渉過程等の検討、推定課税の取扱いに係る事務運営指針
の改正 





























告時から 3 年以内とされている（2011 年の改正で、5 年に延長された）。しかし、移転価格
税制においては、その期間を 6 年とする特例の規定が設けられた（通則法第 70 条 1 項）。 
② 徴収権は、法定納期限から 5 年間行使しない場合、時効により消滅することとされ
































2004 年の改正では、独立企業間価格の算定方法に取引単位営業利益法（Transactional Net 
Margin Method、以下「TNMM」と記述する）を追加した。この改正は日本の移転価格税制
に営業利益をベースとして移転価格の妥当性を検証する独立企業間価格算定方法が導入さ
























法に対応する方法を用いることができることとされた（措法第 66 条の 4 第 7 項）。 
 
 
                                                                                                                                                     
れる書類や帳簿の定義が曖昧であるため、最終的に独立企業間価格の算定に必要とされなかっ
たデータについても要求されることがある。」澤田純「移転価格課税の実務上の問題と対策」、




























税規定（措法第 66 条の 4 第 8 項）及び第三者への質問・検査規定発動の一要件である「独
立企業間価格を算定するために必要と認められる書類」が措置規 22 条の 10 で明確化され
た。これら書類を「遅滞なく提示し、または提出しなかった場合」には、上記二つの規定













る仕組みへと変更した。この変更は 2011 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度より適用さ
れることとなった。 
② 独立企業間価格の算定方法の整備及び一覧性を確保する観点から、租税特別措置法施













例や時間を要する事例が生じてきたため、2008 年に OECD モデル租税条約が改定され、相
互協議条項（25 条）に仲裁手続が導入された。その後、日本でも、2010 年 8 月に改定した
オランダとの租税条約、及び同年 11 月に新規に締結した香港との租税協定において仲裁手



























法第 66 条の 4 第 1 項） 
 この規定を受け、法令上、措法第 66 条の 4 第 1 項及び措法第 66 条の 4 第 2 項並びに同



































 措法第 66 条の４第１項で規定されている「国外関連者」とは、「外国法人で、当該法人
との間にいずれか一方の法人が他方の法人の発行済株式または出資の総数または総額の百
分の五十以上の数または金額の株式または出資を直接または間接に保有する関係その他の
政令で定める特殊の関係にあるものをいう。」とされている。（措法第 66 条の 4 第 1 項） 







と規定している。（措置令 39 条の 12 第 1 項 1 号） 
 また、「発行済株式等」「直接または間接に保有する株式等」については、その発行価額
の全部または一部について払込みが行われていないものがある場合には、その払込みが行
われていないものも含まれる。（措置令 39 条の 12 第 1 項 1 号） 
 











定する。（措置令 39 条の 12 第 1 項 2 号） 
 
③ 実質支配関係  
「特定事実」が存在することにより二つの法人のいずれか一方の法人が他方の法人の事
業の方針の全部または一部につき実質的に決定できる関係を「実質支配関係」という。 















（措置令 39 条の 12 第 1 項 4 号） 
この関係の具体的なイメージは図 4 となる26。 
 












                                                   
26 川田『移転価格税制』40 頁。 



















の事業の方針の全部若しくは一部につき実質的に決定できる関係にある法人。       
（措置令 39 条の 12 第 1 項 5 号） 
この関係を具体的なイメージは図 5 のようになる27。 
 






















                                                   
27 川田、前掲書、41 頁。 
28 居波邦泰「国外関連者の範囲」、本庄資編『移転価格税制執行の理論と実務』（大蔵財務協会、


































持株…措令 39 の 12①一の関係で矢印は保有を表す。 




移転価格税制の適用対象となる取引とは、措法第 66 条の 4 第 1 項において、法人が国外
関連者との間で行うこれらの取引（資産の販売、資産の購入、役務の提供その他の取引）
































































                                                   
29 経済開発協力機構『OECD 移転価格ガイドライン――多国籍企業と課税庁のための移転価格
算定に関する指針』2010 年版、（社団法人日本租税研究協会、2010 年）15 頁。 
30 川田『移転価格税制』 51 頁。 















独立企業間価格算定方法を規定しており、上記の 2011 年度の改正は、2010 年 7 月の OECD
移転価格ガイドラインの改正を踏まえたものである。 
 



















                                                   
33 措法第 66 条の 4 第 2 項 1 号イに掲げる方法をいう。国税庁「移転価格事務運営要領（事務
運営指針）」別冊参考事例集事例 1。
（http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/jimu-unei/hojin/050428/00.htm） 





































                                                   
35 濵田『国際的所得移転と課税』37 頁。  
 31 
図 6： 独立価格比準法  輸出 
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図 7： 独立価格比準法  輸入 
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36 経済開発協力機構『OECD移転価格ガイドライン』37頁。原文は（Paragraphs2.14: ①none of 
the differences (if any)between the transactions being compared or between the enterprises 
undertaking those transactions could materially affect the price in the open market; or, ②reasonably 
accurate adjustments can be made to eliminate the material effects of such differences.）となってい
る。OECD, OECD Transfer Pricing Guidelines for Multinational Enterprises and Tax Administrations, 
Paris: OECD, 2010, p.63.   
37 経済開発協力機構、前掲書、37頁。原文は（Paragraphs2.15:It may be difficult to find a transaction 
between independent enterprises that is similar enough to a controlled transaction such that no differences 
have a material effect on price.）となっている。 
Ibid., p. 63. 
38 措通 66 条の 4（2）－1 の（1）から（4）までに掲げる要件は以下のようになっている。 


























                                                                                                                                                     
法規則第 22 条の 10 第 1 項第 2 号ホに規定する差異調整等を行う必要がある場合には、当
該差異調整等に係る信頼性を含む。）である。 
国外関連取引とは、比較対象取引または措通 66 条の 4（3）－1 の（5）に掲げる取引との
差異について調整を行う場合には以下のようなものがある。 































図 8： 再販売価格基準法 
日本                              外国 
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この場合、独立企業間価格は 120－120×（20/120）＝100 となる。 
 
                 
                                                   
39 経済開発協力機構『OECD移転価格ガイドライン』39頁、原文は（Paragraphs2.24: In a market 
economy，the compensation for performing similar functions would tend to be equalized across different 
activities．）となっている。OECD, OECD Transfer Pricing Guidelines for Multinational Enterprises and 
Tax Administrations, p. 66. 




日本の法人 A 国外関連者 B 
非関連者 X X の非関連者 
独立企業間価格 
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図 9： 原価基準法 
 
日本                                 外国 
          原材料費 55              100 
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                  製造コスト 45        130－100 












                                                   
43 経済開発協力機構『OECD移転価格ガイドライン』34頁。原文は（Paragraphs 2.3:Traditional 
transaction methods are regarded as the most direct means of establishing whether conditions in the 
commercial and financial relations between associated enterprise are arm’s length.）となっている。 












































12 第 8 項第 2 号及び第 3 号（取引単位営業利益法）に規定する割合の算定においては、当
                                                   
44 措施令 39 条の 12 第 8 項 2 号、3 号。 
45 濵田『国際的所得移転と課税』47 頁。 



















独立企業間価格 ＝ 取得原価の額（40）＋（取得原価の額（40）＋販売費及び一般管理費の額（30）） 
 
                           比較対象取引に係る棚卸資産の販売による営業利益の額の合計額（40）            
                    ×   比較対象取引に係る棚卸資産の販売    比較対象取引に係る棚卸資産の販売 
による収入金額の合計額（200）     による営業利益の額の合計額（40） 











                                                   
47 国税庁「移転価格事務運営要領（事務運営指針）」3－8、国税庁ホームページ。
（http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/jimu-unei/hojin/050428/03.htm） 
48 川田『移転価格税制』88 頁。 
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なく、比較利益分割法と残余利益分割法が新たに規定された。（改正前措通 66 条の 4（4）
－4、5）また、移転価格事務運営指針においても、寄与度利益分割法も含めて利益分割法
の三つの類型が適用されることが運営上明らかに規定された。 





                                                   
49 措置法施行令 39 条の 12 第 8 項イ、ロ、ハ 


































                                                   





































しかしながら、裁判所の判断は措置法第 66 条の 4 第２項の規定は、国外関連取引と比較
可能な非関連者間の取引が実在する場合には、同項 1 号イ及び 2 号により、当該実在の取
引を比較対象取引とすることを原則とするが、そのような取引が実在しない場合において、
                                                   
54 金子「移転価格税制の法理論的検討」462 頁。 





































                                                   
































更に、大阪高裁の判断は、「措置令 39 条の 12 第７項にいう「非関連者」が単独の法人ま
                                                   
57 大阪地裁判決平成 20 年 7 月 11 日、『訟務月報』55 巻 10 号 3093 頁。大阪高裁判決平成 22
年 1 月 27 日、税務訴訟資料 260 号順号 11370 の上告棄却・不受理 により確定。国税庁ホ
ームページ。（http://www.nta.go.jp/ntc/soshoshiryo/kazei/2010/pdf/11370.pdf） 
58 今村『課税訴訟における要件事実論』187 頁。 
59 太田洋／佐藤修二「日本圧着端子製造事件大阪高裁判決」、中里実ほか編『移転価格のフロ
ンティア』（有斐閣、2011 年）111 頁。 
 44 
たは事業者を想定していると解さなければならない法文上の根拠は見当たらないし、原価































しては、上記の OECD 移転価格ガイドライン及び上記の措通 66 条の 4(4)－1 においては、
いずれも複数の取引を一体の取引として把握することが合理的である場合が存在すること
                                                   
60 今村『課税訴訟における要件事実論』188 頁。 



































































1995 年に改正された OECD ガイドラインにおいては、「移転価格が厳密的な科学ではな
いことから、もっとも適切な方法を使った場合においても、そのすべての信頼性が相対的
に同等といういくつかの数値からなる「幅」が生み出される場合が多くある。」64として「幅」
                                                   
62 松山地裁判決平成 16 年 4 月 14 日、『訟務月報』51 巻 9 号 2395 頁。高松高裁判決平成 18
年 10 月 13 日、『訟務月報』54 巻 4 号 875 頁。 
63  この事件は最高裁判所決定平成 19 年 4 月 10 日、税務訴訟資料 257 号順号 10683 の上告棄
却・不受理 により確定。 































                                                                                                                                                     
年）序文の章を参照。 
65 今村『課税訴訟における要件事実論』184 頁。 
66 金子宏『所得課税の法と対策』（有斐閣、1996 年）387 頁。 









判断の根拠として、措通 66 条の 4（3）－4 号で、「国外関連取引に係る比較対象取引が複
数存在し、独立企業間価格が一定の「幅」を形成している場合において、当該「幅」の中
に当該国外関連取引の対価の額があるときは、当該国外関連取引については措法第 66 条の

















































 日本における無形資産の独立企業間価格は、棚卸資産の売買取引と同様、措法第 66 条の
4 第 2 項に定めた算定方法で算定するようになっている。日本の場合は、無形資産の譲渡及











                                                   







































                                                   
71 岩倉正和「移転価格税制―無形資産の扱いを中心に」、金子宏編『租税法の発展』（有斐閣、
2010 年 11 月）710 頁。 
72 高橋秀至「移転価格税制における知的財産価値基準の必要性」、『税経通信』2005 年 7 月号
152 頁。 
73 経済開発協力機構『OECD 移転価格ガイドライン』165 頁。 
74 本庄資「費用分担契約」、本庄資編『移転価格税制執行の理論と実務』（大蔵財務協会、2010
































技能等に基づく役務の提供もこれに含まれる。（消費税基本通達 5－5－1）  
                                                   





























                                                   
78 川田『移転価格税制』95 頁。 

























                                                   
81 技術等または著作権の提供契約に基づき支払を受けるもののうち次に掲げる費用または代
金で、当該契約の目的である技術等または著作権の使用料として支払を受ける金額と明確に区

































取引と同様であることが必要となる（措通 66 の 4（6）－4）。 
 
② 貸付を業としない者について 
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措法第 66 条の 4 第 3 項では移転価格税制における寄付金は、法法の規定する寄付金を言



























 ただ、この見解は措法第 66 条の 4 第 3 項が制定された平成 3 年度 4 月 1 以前のものであ
り、同法の改正後には特別法が一般法に優先するという原則を直ちに当てはめることは困
                                                   
88 伊藤／萩谷『図説移転価格税制』14 頁。 







措法第 66 条の 4 第 1 項の規定により独立企業間価格で行われたものとみなされる。ところ
で、仮に、その独立企業間価格が実際の取引価格よりは高いものの「時価」よりは低廉で
あるということがあれば、その独立企業間価格に比して低廉の部分は法法第 37 条第 8 項に



























                                                   
90 伊藤／萩谷『図説移転価格税制』16 頁。  
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第 2 章  中国における移転価格税制 
 
 
第 1 節 中国における税制の生成と展開 
 
1．中華人民共和国の建国初期の税制改革（1949 年～1978 年） 
2．改革開放初期の税制改革（1978 年～1994 年） 
3．社会主義市場経済時期（1994 年～2009 年） 
4． 企業所得税法の制定 
 



























第 2 章  中国における移転価格税制 
 
 










約 100 年前の 1911 年に、中国では辛亥革命があり、清王朝が倒れ、中華民国が設立され、
















                                                   
91 呉兆莘『中国税制史』三代川正一訳、（中央経済社、1980 年）5 頁。  




 一方で、中国では 1949 年の中華人民共和国成立後、大幅な税制改革がなされることとな
ったが、その歴史は、大きく三つの段階に分けることができる。 
 


















純利益を基準にする場合は 1.5～6％であった。所得税は所得の累計額が 21 段階の税率区分
に分けられ、税率は 5～30％であった。この「工商業暫定条例」による所得税は、中国で初
めて所得税について規定したものとなった98。 
1958 年から 1978 年、この時期に第二回の大規模な税制改革が行われた。その主な内容
は、工商税制の簡素化、工商統一税の執行、一部の都市国営企業での税利統合99の試行、農
村の人民公社での財政請負制度の試行であった100。 
                                                   
93 橋本徹／山本栄一『日本型税制改革』（有斐閣、1988 年）298 頁。  
94 1950 年 1 月 27 日、中国中央人民政府政務院は「全国税収実施要則」、「工商業税暫行条例」、
「貨物税暫行条例」を公布し、全国統一の税収制度を規定した。 
95 劉『新中国税制 60 年』7 頁。 
96 中国の法制について注 3 を参照。 
97 劉『新中国税制 60 年』7 頁。 
98 劉、前掲書、7 頁。 
99 利潤の形で納めた国有企業の上納金を税金と統一した。 
100 劉『新中国税制 60 年』43 頁。 
 64 
 また、特に 1966 年から 1976 年の間、文化大革命時期の税制の簡素化路線のため、中国
の税制の確立と税収の機能は著しく衰退した。 
 














1980 年 9 月 10 日、第 5 回全国人民代表大会第 3 次会議では「中華人民共和国中外合資
経営企業所得税法」と「中華人民共和国個人所得税法」が承認され、全国人民代表大会常
務委員長により公表された後、その日から実施された。 




1981 年 12 月、第 5 回全国人民代表大会第 4 次会議で、「中華人民共和国外国企業所得税
法」は承認され、1982 年 1 月 1 日から実施された。 
 1982 年２月 21 日、国務院の許可を得て、財政部では「中華人民共和国外国企業所得税
法実施細則」を発表した101。 
1984 年 9 月 18 日、国務院が「中華人民共和国国営企業所得税条例（草案）」を公布し、





                                                   
101 劉、前掲書、72 頁。 
102 劉、前掲書、115 頁。 
 65 
国営企業の税率は 8 段階の超過累進税率を適用し、税率は 10～55％であった。 
1985 年 4 月 11 日、国務院は「中華人民共和国集団企業所得税暫定条例」を公表し、1985
年から実行した。そして 7 月 2２日、財政部は「中華人民共和国集団企業所得税暫定条例実
施細則」を公表した。 
1988 年 6 月 25 日、国務院は「中華人民共和国私営企業所得税暫定条例」を公表し、同

























                                                   
103 劉、前掲書、121 頁。 
104 劉、前掲書、211 頁。流通税とは、増値税、営業税、消費税である。 
105 劉、前掲書、121 頁。 


























中央政府の財政能力の弱体化のため、1980 年代末から 1990 年代初めにかけて、中国中
                                                   
107 鄧小平は 1992 年 1 月 18 日から 2 月 21 日にかけて家族を引き連れて中国南方の視察に行
った。訪れたのは湖北省の武昌、広東省の深圳経済特区と珠海経済特区、そして上海である。
この南巡講話において鄧小平が発した様々な言葉が改革開放政策に多く活かされている。 





109 劉『新中国税制 60 年』217 頁。 
110 伏見／楊『中国税の基礎知識』21 頁。外国企業が中国に資本金を出して法人設立する場合 、
「合弁」「合作」「独資」という三種類の出資方法が認められている。この三形態を総称して
「三資企業」と呼ぶ。 
111 伏見／楊、前掲書、21 頁。 
 67 
央政府は 2 度にわたって地方政府に「債務」を負い、かつその「債務」はその後全く返済

















「中華人民共和国企業所得税法」は 2007 年 3 月 16 日第 10 回全国人民代表大会第 5 次















113 「企業所得税法」4 条、中国国家税務総局ホームページ。 
（http://hd.chinatax.gov.cn/guoshui/action/GetArticleView1.do?id=3468&flag=1） 
 68 


























調査分析の強化に関する通知］（国税函（2007）363 号、2007 年 3 月 27 日）と［単一的な
生産機能を担う外商投資企業及び外国企業の納税状況の調査に関する通知］（国税函（2007）
                                                   
114 伏見／楊『中国税の基礎知識』162 頁。  
115 劉佐／須田徹監修／税理士法人トーマツ編『中国新企業所得税制の実務』（清文社、2008




116 伏見／楊『中国税の基礎知識』136 頁。 
117 近藤義雄『中国企業所得税の実務詳解』（千倉書房、2012 年）序論 1 頁。 
118 伏見／楊『中国税の基礎知識』22 頁。  
 69 








































1950 年 1 月 30 日 全国税政実施要則 
1950 年 1 月 30 日 工商業税暫定条例 
1950年 12月 21 日 工商業税暫定条例施行細則 
1958 年 9 月 11 日 中華人民共和国公商統一税条例（草案） 
1965年 12月 29 日 中央国営企業税収、利益と財務工作に関する課税庁統一管理の通知 
1972 年 3 月 30 日 工商税制改革を実験的に拡大 
1977 年 7 月 10 日 国営企業利益を納付弁法に関する通知 
1979 年 8 月 17 日 関税徴収弁法の改正と税関体制の改革 
1980 年 9 月 10 日 中華人民共和国中外合資経営企業所得税法 
1980 年 9 月 10 日 中華人民共和国個人所得税法 
1980年 12月 14 日 中華人民共和国中外合資経営企業所得税法施行細則 
1980年 12月 14 日 中華人民共和国個人所得税法施行細則 
1981年 12月 13 日 中華人民共和国外国企業所得税法 
1982 年 2 月 21 日 中華人民共和国外国企業所得税法実施細則 
1982 年 4 月 19 日 増値税暫定弁法 
1983 年 4 月 24 日 国営企業所得税徴収の暫定規定 
1983 年 9 月 6 日 日中租税条約 
1984 年 9 月 18 日 中華人民共和国営企業所得税条例（草案） 
1986 年 4 月 21 日 中華人民共和国税収徴収暫定条例 
1988 年 6 月 25 日 中華人民共和国私営企業所得税暫定条例 
1988 年 8 月 6 日 中華人民共和国印紙税暫定条例 
1991 年 4 月 9 日 中華人民共和国外商投資企業と外国企業所得税法 
1991 年 9 月 29 日 税務行政复議規則 
1998 年 4 月 23 日 関連企業間取引税務管理実施弁法 
1992 年 9 月 4 日 中華人民共和国税収徴収管理法 
1993 年 11 月 15 日 財政分税制実行に関する通知 
1993年 12月 13 日 中華人民共和国増値税暫定条例 
1993年 12月 13 日 中華人民共和国消費税暫定条例 
1993年 12年 13 日 中華人民共和国営業税暫定条例 
1993年 12月 15 日 分税制財政管理体制実行に関する規定 
1995 年 6 月 23 日 税務監察暫定条規定 
1997 年 7 月 7 日 中華人民共和国契税暫定条例 
 71 
2000 年 2 月 25 日 確定企業所得税暫定条弁法 
2000年 10月 26 日 西部大開発に関する若干政策措置の通知 
2007 年 3 月 16 日 中華人民共和国企業所得税法 
2008 年 1 月 1 日 中華人民共和国企業所得税法実施条例 































                                                   
119 劉『新中国税制 60 年』481 頁。 
中国税制体系 



























 特に、中国では 1991 年に「外商投資企業及び外国企業所得税法」（1991 年 7 月 1 日）が
公布され、外資企業に対して移転価格税制が本格的に施行されるようになった。 






























（2009 年 9 月 9 日時）。 
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り移転価格税制は完全に導入された。1995 年から 1998 年まで、課税庁及び財政部125の関
連部署は租税回避調査を実施したが、この時には、立法の面で、移転価格及び租税回避管
理の枠組みは大まかではあるが形成されていた。この後、課税庁は具体的な反租税回避管
理作業を始めた。1998 年から 2005 年まで、反租税回避調査と調整は、まだ広い意味での
反租税回避管理であり、伝統的な手法で行っていたのである。それは、毎年、各地方に目
標となる調査件数の上限数字を示すというもので、企業の申告実績等に関係なく、調査件
数を割当てるというものであった、例えば、広東省 200 件、福建省 150 件等という具合で
ある。このような手法は実は計画経済期のものであり、各地方の反租税回避作業はまだ経
                                                   
122 劉天永『中国转让定价实务与案例』（法律出版社、2009年）前言。  
123 国家税務総局「关于进一步加强转让定价税收管理工作的通知」1998 年 25 号通達。 
124 周自吉氏によれば、1988 年、深圳市人民政府は（深圳特区外商投資与関連企業交易業務税
務管理弁法）を制定し、「移転価格税制管理事務の強化に関する通達」を公布した。周自吉








                                                   





地方に上限数字を出し、例えば、広東 200件、福建 150件、内陸地域 5件から 10件等、こ
のようなやり方は実は計画経済期のものである。各地方の反租税回避作業はまだ経験が足り
なく、具体的な作業と選定についても問題があった。このような計画があったため、2003









原文は「实际上我的理解，中间有两个很大的区别，也就是说以 2005 年为界，2005 年之前
实际上进行反避税，是一种很广义的反避税，很多地方是按照传统经济的做法，每年对各个地
方下一定的指标，比如广东 200 户，福建 150户，内陆地区 5户、10户，实际上这是计划经
济的做法。各个地方当时对反避税工作，一个是没有征管方面的经验，再一个是具体的操作分
配存在问题。所以当时下计划，到 2003 年、2004 年期间，每年反避税的立案已经超过 1000
户，2004 年达到 1700 户，这个时候西方报道说中国的反避税形成了风暴，是有些问题的。
实际上我们的很多地方反避税工作是做不下去，最后进行了核定，这种方法采取的比较多。













2008 年 1 月 1 日中華人民共和国企業所得税法及び同実施条例が施行され、また、2009










                                                                                                                                                     
127 「企業所得税法」は 2007 年 3 月 16 日第十期全国人民代表大会第五回会議で可決公布さ
れ、2008 年 1 月 1 日から施行された。中国国家税務総局ホームページ。 
（http://hd.chinatax.gov.cn/guoshui/action/GetArticleView1.do?id=3468&flag=1） 
128 「中華人民共和国企業所得税法実施条例」は 2007 年 12 月 11 日に温家宝首相が第 512 号









び規制を徹底するため、2009 年 1 月 8 日、国家税務総局は本「特別納税調整実施弁法（試
行）」を制定し、特別納税調整を実施するうえでの具体的規定を設けた。 
130 中国の国家税務総局は 2008 年に改正された企業所得税法に関連した通達（正式名称は｢特

















1988 年 移転価格税制管理事務の強化に関する通達 国税発（1988）25 号 
1991 年 中華人民共和国外商投資企業及び外国企業所

















1998 年 関連企業間取引税務管理規定（試行） 国税発（1998）59 号 
1998 年 移転価格税制管理事務の強化に関する通知 国税発（1998） 25 号 



















2004 年 租税回避管理の強化に関する通達  国税発（2004）70 号 
                                                   





2004 年 関連企業取引事前確認実施規則試行の通達 国税発（2004）118 号 




















2007 年 中華人民共和国企業所得税法第 41 条から 48
条 
主席令（2007）63 号 





















2010 年 同時文書検査の展開に関する通知 国税函（2010）323 号 
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年 12 月）365 頁。 
134  「特別納税調整実施弁法（試行）」 9 条、中国国家税務総局ホームページ。
































                                                   




137 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 9 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html）
あずさ監査法人中国室/KPMG『中国移転価格税制の実務』167 頁。 
138 「企業所得税法実施条例」109 条 3 項、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136563/n8193451/n8193481/n8193812/823884
6.html） 
139 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 9 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 



















                                                   
141 韓国国際租税調整に関する法律（법률 제 4981호 국제조세조정에 관한 법률 
1995년 12월 6일 제정）第 2 条第 1 号、第 8 号（특수관계（特殊関係）제 2조 제 1항<개정 
2010.12.27、 2011.12.31、 2013.1.1> 
제 8호. "특수관계"란 다음 각 목의 어느 하나에 해당하는 관계를 말하며 그 세부기준은 
대통령령으로 정한다. 
1．取引当事者の一方が他方の議決権のある株式（出資持分を含む、以下同じ。）の 100 分の 50
以上を直接または間接的に所有している場合。 
原文は「거래 당사자의 어느 한 쪽이 다른 쪽의 의결권 있는 주식(출자지분을 포함한다. 
이하 같다)의 100분의 50 이상을 직접 또는 간접으로 소유하고 있는 관계」となっている。 
2．第 3 者が取引当事者双方の議決権のある株式の 100 分の 50 以上を直接または間接的にそれ
ぞれ所有している場合。 
原文は「제 3자가 거래 당사자 양쪽의 의결권 있는 주식의 100분의 50 이상을 직접 또는 
간접으로 각각 소유하고 있는경우 그 양쪽 간의 관계」となっている。 
3．資本の出資関係、物品ㆍ役務の取引関係、資金の貸与等により取引当事者間で共通の利害関
係があり、取引当事者のいずれか一方が他方の事業方針を実質的に決定することができる場合。 
原文は「자본의출자관계、재화ㆍ용역의 거래관계、 자금의 대여 등에 의하여 거래 당사자 간에 공통의 이해관계가 






































                                                   
142 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 10 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html）あ
ずさ監査法人中国室/KPMG『中国移転価格税制の実務』169 頁参照 























































148 제5조(정상가격의 산출방법)「正常価格の算出方法」제1항<개정2010.12.27、 2011.12.31> 
1.独立価格比準法：居住者と国外特殊関係者間の国際取引では、取引と類似の取引状況で、
特別な関係がない独立した事業者間の取引価格を通常価格で表示する方法。 
原文は「비교가능제3자 가격방법(独立価格比準法): 거주자와 국외특수관계인 간의 국제거래에서 그 거래와 





原文は「거주자와 국외특수관계인이 자산을 거래한 후 거래의 어느 한 쪽인 그 자산의구매자가 특수관계가 
없는 자에게 다시 그 자산을 판매하는 경우 그 판매가격에서 그 구매자의 통상의 이윤으로 볼 수 있는 금액을 뺀 




原文は「거주자와 국외특수관계인 간의 국제거래에서 자산의 제조ㆍ판매나 용역의 제공 과정에서 발생한 






原 文 は 「이익분할방법: 거주자와 국외특수관계인 간의 국제거래에 있어 거래 쌍방이 함께 실현한 
거래순이익을 합리적인배부기준에 의하여 측정된 거래당사자들 간의 상대적 공헌도에 따라 배부하고 이와 같이 

























                                                                                                                                                     
거래 중 해당 거래와 비슷한 거래에서 실현된 통상의 거래순이익률을 기초로 산출한 거래가격을 정상가격으로 
보는 방법。」となっている。 
6.大統領令で定めるその他合理的と認められる方法。 







原文は「제 10호. "정상가격"(独立企業間価格)이란 거주자、 내국법인 또는 국내사업장이 























































                                                   






























                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
                                                   
152 伏見俊行／成立『日中移転価格税制』（税務研究会出版局、2005 年）175 頁。 
153 本船渡しは（free on board）貿易取引条件の一つである。 
154 運賃・保険料込み渡し（cost insurance and freight）は、貿易取引条件の一つである。 
155 伏見／成『日中移転価格税制』176 頁。 
































                                                   
157 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 24 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
158 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 24 条、中国国家税務総局ホームページ。あずさ監査
法人中国室/KPMG『中国移転価格税制の実務』181 頁参照 
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
159 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 24 条、中国国家税務総局ホームページ。 
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
160 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 24 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 





















                                                   
162 「企業所得税法実施条例」111 条 3 項、中国国家税務総局ホームペ 
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136563/n8193451/n8193481/n8193812/823884 
6.html） 
163 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 25 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
164 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 25 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
165 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 25 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html）     
あずさ監査法人中国室/KPMG『中国移転価格税制の実務』181 頁参照 

































                                                   
167 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 25 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
168  「特別納税調整実施弁法（試行）」第 25 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
169  周『转让定价基础理论与实务操作』53 頁。  
170 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 25 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 


































                                                   
176 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 26 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html）  




179 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 26 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
180 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 26 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
181 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 26 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 





























                                                   
183 「企業所得税法実施条例」111 条第 5 項、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136563/n8193451/n8193481/n8193812/823884
6.html） 
184 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 27 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
 あずさ監査法人中国室/KPMG『中国移転価格税制の実務』185 頁参照。 
185 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 27 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
186 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 27 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 




































                                                   
188 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 27 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
189 経済開発協力機構『OECD 移転価格ガイドライン』65 頁。 
190 あずさ監査法人中国室/KPMG『中国移転価格税制の実務』59 頁。 
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第 4 節 小括 
  
（1）中国の税制について 














































































































第 3 章 日本における移転価格税制の執行 
 
 
第 1 節 日本における移転価格税制の執行体制 
 
第 2 節 日本における移転価格税制の執行方針 
 






























第 3 章  日本における移転価格税制の執行 
 
 



























                                                   
191 国税庁 2003 年レポート「日本おける税務行政」平成 15 年版、国税庁ホームページ。
（http://www.nta.go.jp/kohyo/katsudou/report/2003/japanese/text/02/07-10.htm#a-7_01） 





部の職員が担当していたが、1995 年 7 月に相互協議担当の企画官が設置され、独立した部



























































































































































































部の職員が担当していたが、1995 年 7 月に相互協議担当の企画官が設置され、独立した部





在相互協議担当者は 33 名体制になっている）。 
 因みに、日本における移転価格課税の実績は表 4 のとおりである。表 5 は新聞報道等に
よるスクープで明らかにされた（国税庁は守秘義務があり公表は行ってない）移転価格課
税の主たる個別案件を例挙したものである。 
                                                   
196 水谷年宏「国際課税の執行を巡る最近の動向」、『国際税務』2011 年 1 月号 24 頁、伏見／
成『日中移転価格税制』80 頁、内田弘之「国際課税に関する現状と課題」、『租税研究』第 752
号 230 頁を要約したものである。 
 102 
表 4. 移転価格課税の状況      （単位：億円） 
 
   課税年度 申告漏れ件数 申告漏れた金額 
2006 年 101 件 1,051 
2007 年 133 件 1,696 
2008 年 111 件 270 
2009 年 100 件 687 
2010 年 146 件 698 
 
 
表 5：197 日本の移転価格課税事例 （単位：百万円） 
            
年月 会社名 更正所得金額 更正税額 取引対象 管轄国税局 
1991 年 3 月 AIU 保険日
本支店    
6,000 2,800 再保険料（支払） 東京国税局 
1991 年 4 月 AIU 保険日
本支店  
14,000 6,000 再保険料（支払） 東京国税局 
1993 年 3 月 日本ロシュ            9,500 3,800  製品（輸入） 東京国税局 
1994 年 3 月 日本コカ・コ




1994 年 4 月 日本チバガ
イギー    
12,000 5,700 （輸入） 大阪国税局 
1994 年 4 月 AIU 保険日
本支店       
N / A 2,000 再保険料（支払） 東京国税局 
1994 年 9 月 日本グッド
イヤー       
1,400 500 輸入・輸出 東京国税局 
1994 年 10 月 ヘキストジ
ャパン      
7,000 3,000 製品（輸入） 東京国税局 
1994 年 11 月 P&G 日 本




1995 年 1 月 出光興産          3,200 1,700 製品（輸入） 東京国税局 
                                                   
197 望月文夫『日米移転価格税制度と適用――無形資産取引を中心に』（大蔵財務協会、2007
年 429 頁、430 頁）を参考としながら、斎藤純「移転価格税制による更正処分会相次ぐ」（大
和総研 DIR 制度調査部情報、2006 年 7 月 4 日、2 頁）と『太陽 ASG エグゼクティブ・ニュ
ース 』2009 年 3 月 第 73 号 6 頁に基づき、加筆した。 
 103 
1995 年 11 月 日本ロシュ         17,000  7,000 製品（輸入） 東京国税局 
1995 年 12 月 シマノ             2,000 800 ロイヤルティー
（受取） 
大阪国税局 
1997 年 9 月 JWS             16,000 7,000 製品（輸入） 東京国税局 





1998 年 7 月 日本モンサ
ント          
1,500 300 製品（輸入） 東京国税局 





1998 年 7 月 バクスター           15,000 6,000 製品（輸入） 東京国税局 
1998 年 7 月 曙ブレーキ              580 350 ロイヤルティー
（受取） 
東京国税局 





1999 年 1 月 日本メドト
ロニック         
12,000 5,000 製品（輸入） 東京国税局 
1999 年 2 月 日本チバガ
イギー         
8,000 3,300 製品（輸入） 大阪国税局 





1999 年 10 月 ファイザー
製薬   
4,500 1,800 低利貸付（受取） 東京国税局 
2000 年 3 月 ﾎﾟﾘｸﾞﾗﾑ＆ﾎﾟ
ﾘﾄﾞｰﾙ     
26,000 10,000 営業権 東京国税局 
2000 年 4 月 日本コカ・コ




2002 年 11 月 ローランド 1,000 330 製品 大阪国税局 
2003 年 8 月 太陽誘電 
 
N / A 1,700 ロイヤルティー
（受取） 
関信国税局 
2004 年 6 月 ホンダ技研 25,400 13,000 ロイヤリティ 東京国税局 
2005 年 3 月 京セラ 24,300 12,700 電子部品等 大阪国税局 
2005 年 6 月 ソニー 21,400 4,500 ロイヤリティ 東京国税局 
2005 年 6 月 TDK 21,300 12,000 電子部品等 東京国税局 
2006 年 6 年 三井物産 4,900 2,500 エネルギー事業 東京国税局 
 104 
2006 年 6 月 三菱商事 5,000 2,200 エネルギー事業 東京国税局 
2006 年 6 月 武田薬品工
業 
122,300 57,000 医薬品 大阪国税局 
2006 年 6 月 ソニー及び
SCEI 




2006 年 12 月 日本電産 6,900 3,300 小型モーター 大阪国税局 
2007 年 6 月 三菱商事 8,900 3,600 エネルギー事業 東京国税局 
2007 年 6 月 エフ・シー・
シ 
7，300 3,400 技術提供 名古屋国税
局 
2005 年 6 月 船井電機 39,300 16,500 製造業 大阪国税局 
2005 年 6 月 TDK 21,300 12,000 製造業 東京国税局 
2006 年 3 月 カプコン 5,100 1,700 ゲーム事業 大阪国税局 




















































OECD モデル租税条約 25 条199には、租税条約の適用から生じる困難を解決するための相












2008 年改正では、第 5 項として、権限のある当局が合理的な期間内に合意に達すること
のできない事案は仲裁により解決できるとする規定が追加された。そして、この仲裁メカ
ニズムに関する新たなコメンタリーが追加されている。 
日本では、2010 年 8 月に改定したオランダとの租税条約、及び同年 11 月に新規に締結
した香港との租税協定において仲裁手続を導入した。オランダとの租税条約は 2011 年 12


























                                                   
200 川田『国際課税の基礎知識』363 頁。 




































                                                   
202 川田、前掲書、118 頁。 





度が導入された（地方税についても 2008 年の改正で手当て済み）。 
新たに導入された納税猶予制度は大略次のような内容のものとなっている（措法第 66 条

























また、2001 年 6 月 25 日には「移転価格事務運営要領の制定について（事務運営指針）」
及び「相互協議の手続について（事務運営指針）」を配布し、事前確認制度に係る相互協議
手続を明確化した。これを基にして、2011 年までに、日本の課税庁は 23 カ国の課税庁と
                                                   
204 1987 年 4 月 24 日付査調 5-1 ほか 2 課共同「独立企業間価格の算定方法等の確認について」
（以下これを単に「旧通達」という）。 




































                                                   
206 川田『移転価格税制』156 頁。 
207 国税庁「移転価格事務運営要領（事務運営指針）」1－2－2、国税庁ホームページ。
（http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/jimu-unei/hojin/050428/01.htm） 

























表している。表 6 は最近 6 事務年度の相互協議の申請・処理状況を示している。申請件数
を申請事由別に見ると、移転価格課税によるものは年間 10 件程度増加し、2010 年だけ減
少になっている。2009 年度には 149 件と、5 年前より申請件数は約 1.5 倍に伸びている。 








                                                   
209 国税庁「移転価格事務運営要領（事務運営指針）」5－12、国税庁ホームページ。
（http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/jimu-unei/hojin/050428/05.htm） 







表 6：相互協議事案 事務年度別 発生・処理・繰越件数 
 
出典：国税庁「相互協議を伴う事前確認の状況（APA レポート）」 
（平成 17 事務年度～平成 22 事務年度） 
 
年度 事前確認 移転価格課税 その他 合計 
2005 年 発生 92 27 10 129 
処理 65 16 12 93 
繰越 170 40 27 237 
2006 年 発生 105 35 14 154 
処理 84 16 15 115 
繰越 191 59 26 276 
2007 年 発生 113 31   9 153 
処理 82 33 10 125 
繰越 222 57 25 304 
2008 年 発生 130 30 14 174 
処理 91 23 13 127 
繰越 261 64 26 351 
2009 年 発生 149 27 7 183 
処理 105 33 16 154 
繰越 305 58 17 380 
2010 年 発生 135 14 8 157 
処理 128 27 9 164 





                                                   



























































れに準ずる割合として、政令で定める割合を基礎とした措法第 66 条の 4 第 2 項 1号ロ（若
しくは措法第 66 条の 4 第 2 項 1号ハ）に掲げる方法、または措法第 66 条の 4 第 2 項 1号
に定める方法（措法第 66 条の 4 第 2 項 1号ロまたはハに掲げる方法と同等の方法に限る）、




これら 5 つの算定方式では、措法第 66 条の 4 第 2 項に規定する基本的な算定方法におい
て必要とされるいくつかの要件が緩和されている。 
 ① 比較の対象は事業であれば良い。 
措法第 66 条の 4 第 2 項による算定方法では、売上総利益率（通常の利益率）算定の際の
比較の対象はあくまでも取引単位であるが、推定課税の場合は同種の事業で可としている。 
 ② 機能等の差異調整が必要とされていない。 






 ③ 非関連者間取引に限定されない。 






























                                                   
211 ゲーリーＭ・トーマス「今後の国際税務の動向を語る」、『国際税務』2003 年 1 月号 26 頁。 
212 土屋重義「移転価格における推定規定について」、『税経通信』2007 年 1 月号 84 頁。 






















































































（措置規 22 条の 10 第 1 項 1号） 
 












































1986 年 移転価格税制が導入 
1992 年 相互協議の申立て及び処理に関する通達公表 
1999 年 事前確認に係る事務運営指針 
2000 年 移転価格税制関連の法令解釈通達改正 
2001 年 移転価格事務運営要領（事務運営指針）公表 
2001 年 相互協議事務運営指針公表 
2002 年 グループ内役務提供取引に係るガイドライン公表 
2003 年 国外関連者に関する明細書に選定した独立企業内価格の算定方法記載を義務化 
2006 年 無形資産取引調査の充実を通達で明示 
2007 年 移転価格事務運営要領（事務運営指針）改正 
2008 年 相互協議事務運営指針改正 
2008 年 移転価格事務運営要領（事務運営指針）改正 




                                                   
214 川田『移転価格税制』108 頁。 
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第 4 章  中国における移転価格税制の執行 
 
 









4. 適正な執行を担保するための規定   
 























第 4 章  中国における移転価格税制の執行 
 
 

























                                                   
215 あずさ監査法人中国室/KPMG『中国移転価格税制の実務』17 頁。 
216 伏見／楊『中国税の基礎知識』4 頁。  
217 2008 まで中国全国の税務職員合計 750,100 人、その中に国家税務局職員 397,404 人、地方
税務局職員 352,696 人。 





























延期期間は最長 30 日を超えてはならない。課税庁は、企業の延期申請を受けた日から 15
                                                   
219 贾、前掲書、9 頁。 
220 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 30 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
221 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 29 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
 あずさ監査法人中国室/KPMG『中国移転価格税制の実務』185 頁参照 
222 「企業所得税法実施条例」第 114 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136563/n8193451/n8193481/n8193812/823884
6.html） 






























                                                   
223 「特別納税調整実施弁法（試行）」33 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 




225 外商投資商業企業とは、『外商投資商業領域管理弁法』（商務部令〔2004〕第 8 号、2004 年
6 月 1 日施行）第 3 条に列挙される経営活動（コミッション代理、卸売、小売、フランチャイ
ズ経営等）に従事する企業である。 
 125 
















 1998 年から 2005 年までは、反租税回避調査と調整はまだ広い意味での反租税回避管理















特別納税調整管理の強化及び規制を徹底するため、2009 年 1 月 8 日、国家税務総局は「中
                                                   
226 王更生「全球经济一体化下中国转让定价与反避税调查」、『中国税法論壇』2010 年 11 月 25
日。「租税回避に関する地方規則」は、日本の国会の法律提出案に相当する。 











が大幅に増加している。特に近年（2006 年以後）の 1 件あたりの課税所得金額はかなりの
規模になってきていることが想像できる。2006 年以後の調査件数、更正所得金額、及び追




 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 
調査件数 257 件 192 件 174 件 179 件 
更正所得金額 58 億元  90 億元 157.5 億元 160.9 億元 














                                                   
228 中華人民共和国企業所得税法及びその実施条例の実施、特別納税調整管理の強化及び規制
を徹底するため、2009 年 1 月 8 日国家税務総局は本弁法を制定し、特別納税調整を実施する
際の具体的規定を設けた。 
229 周『转让定价基础理论与实务操作』137 頁。 
 127 





 C 社は 1993 年 12 月に設立された外資独資企業である。投資会社：A 社（イギリス領ヴ
ァージン諸島で登記、100％出資）。経営権限：15 年。登記資本金：HKD3000 万元。経営
範囲：防犯機械、照明機材、電球等。販売市場：主にアメリカであり、100％国外に輸出す









C 社の株式を 100％所有。 

























































C 社は 94.59％であり、10％近い差があった。 
                                                   
232 原文では A 社になっているが、B 社の誤植と思われる。 
 
C 社 
B 社への販売収入率 中国外資企業への販売収入率 






























① C 社商品価格の算定方法 








製品の再販売価格関係資料を提出するように求めた。C 社は 2005 年 B 社に販売した 2 種類
の製品価格資料を提供した。この提出資料によれば、一つの製品の税関申告書上の名称は
「草地灯」（芝生に使われる電球）であり、申告価格は 10.31 元／Kg であるが、B 社が当
該製品を 10.42 元／Kg で取引先に販売したとしており、もう一つの製品は、申告書上の名
































 ⅱ 再販売価格基準法：C 社は小売販売機能を有していない生産メーカー企業であり、こ
の方法も収益性の評価に適用できない。 

















 OSIRIS データベースから潜在的な比較対象企業を 53 社選出した。 
 更に、アジア太平洋地域にある潜在的な比較対象 53 社から条件に従いスクリーニングし
た後、16 社を決定した。 
 そうすると、2000 年から 2005 年まで、C 社の比較対象である企業の業界営業利益率水
準の中間値は、それぞれ 4.535％、4.425％、4.880％、5.355％、6.675％、8.040％であっ
た。    
 アジア太平洋地域における同業界の利益水準を参考として、C 社の機能、リスク、実際の










終的には、 2000 年から 2005 年までの C 社の営業利益率はそれぞれ 4.535％、4.425％、
4.880％、5.355％、6.675％、8.040％とし、6 年間の調整後課税所得が 23,617,604.43 元に
なるとの結論に達し、243 万元の外資投資企業所得税を追徴した。 
 









































                                                   
233 工藤敏彦「中国特別納税調整実施弁法と実務対策（下）」、『国際税務』2009 年 6 月号 66
頁。 





































                                                   
235 藤森康一郎「中国における移転価格税制及びその執行」、中里実ほか編『移転価格のフロ













































































整実施弁方法（試行）｣を作成した。同通達は全 13 章 118 条に及ぶ詳細な規程となっている
が、特に移転価格文書の作成義務を具体的に定めている。同通達の策定にあたり中国の国家税
務総局は関係者から意見を集めたされており、数ヵ月後に同試案を最終化する予定であり、適




































                                                   





































ンティア』（有斐閣、2011 年）363 頁。 
247 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 28 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 




































                                                   






































                                                   
250 安達友信「中国進出日系企業に係る課税問題に関する ―一考察―移転価格税制を中心に」 
『租税資料館論文集第 21 回（2012 年）』中巻、（公益財団法人租税資料館、2012 年）9 頁。 
































































                                                   





                                
日本語                               単位（万元） 
科目 参考比率 加算税金額及び滞納金額 
当初課税対象所得額 180   
調査後課税対象所得額         200  
 企業所得税         25%  
 追徴税額  （200-180）×25%＝5 
 人民元貸出基準率     2％  
調整期間     5 年 100 日  
加算税金額  5×2％×（5＋100÷365）=0.52 
延滞税年利 5％  
延滞税金額  5×5％×（5＋100÷365）=1.318 
合計（加算税＋延滞税）  1.838 
 








项目 计算参数 补缴税款及利息 
原始销售额 180   
调整后销售额         200  
    企业所得税率         25%  
补缴企业所得税额  （200-180）×25%＝5 
    同期银行贷款利率     2％  
    调整时限     5 年 100 天  
    加收调整税款的利息  5×2％×（5＋100÷365）=0.52 
    罚息利率 5％  































                                                   
253 「企業所得税法」41 条、中国国家税務総局ホームページ。 
（http://hd.chinatax.gov.cn/guoshui/action/GetArticleView1.do?id=3468&flag=1） 






























                                                   















































                                                   






260 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 98 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 























2010 年の二国間事前確認における相互協議の件数は、前年比 50％増加した。2009 年に相






                                                                                                                                                     
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
262 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 101 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
263 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 102 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
264 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 103 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 





表 10：事前確認の手続段階別内訳（2009 年 12 月 31 日時点） 
    「中国事前確認年度報告」（2009） 
状況 国内 二国間 合計 
受理前 
申請意向 0 20 20 
事前相談 26 5 31 
申請受理 
審査と評価 0 5 5 
協議 2 8 10 
合計 2 13 15 
締結事前確認 
合署名待ち 0 1 1 
監督管理の執行 18 11 29 
事前確認期間終
了 
23 1 24 
合計 41 13 54 




表 11：事前確認の手続段階別内訳（2010 年 12 月 31 日時点） 
    「中国事前確認年度報告」（2010） 
状況 国内 二国間 合計 
受理前 
申請意向 4 24 28 
事前相談 27 10 37 
申請受理 
審査と評価 3 9 12 
協議 1 12 13 
合計 4 21 25 
締結事前確認 
合署名待ち 3 2 5 
監督管理の執行 11 13 24 
事前確認期間終
了 
34 3 37 
合計 48 18 66 






表 12：事前確認の手続段階別内訳（2011 年 12 月 31 日時点） 
    「中国事前確認年度報告」（2011） 
状況 国内 二国間 合計 
受理前 
申請意向 6 21 27 
事前相談 1 30 31 
申請受理 
審査と評価 1 15 16 
協議 3 12 15 
合計 4 27 31 
締結事前確認 
合署名待ち 4 1 5 
監督管理の執行 12 9 21 
事前確認期間終
了 
41 11 52 
合計 57 21 78 






























の要請に対して受諾するか否かを判断するあたり、2007 年 2 月に OECD が公布した実務
的相互協議手続きマニュアル（Manual on Effective Mutual Agreement Procedures 以
下 MEMAP という）267では以下の要件を定めている。 



















                                                   
266 角田伸広「相互協議手続の現状と問題点」、本庄資編『移転価格税制執行の理論と実務』（大
蔵財務協会、2010 年）839 頁。 





268 角田「相互協議手続の現状と問題点」841 頁。 
269 通則法第 23 条 2 項第 3号、通則令 6 条 1 項 4 号、実特法 7 条。 













いが、少なくとも 2 年以上にかかると考えられる（表 16 に参照）。（日本の場合は、2008






















                                                   
271 あずさ監査法人中国室/KPMG、前掲書、119 頁。 





















2004 年 9 月、国家税務総局は移転価格調査を強化する一方で、税収徴収管理法実施細則
の第 53 条を法的根拠にして、積極的に事前確認の申し立てを勧誘することとなった。 
そして、国家税務総局はそれまでの事前確認の経験を総括し、OECD 移転価格ガイドラ








2007 年中国政府は「中華人民共和国企業所得税法」を採択、公布したが、その第 42 条
では「企業は課税庁に関連取引についての価格原則及び計算方法を提出し、課税庁はそれ
を審査し、確認した上、企業と事前確認の合意を締結することができる。」と規定し、初め
                                                   
273 中国の独立企業原則とは、関係ない取引双方が公正な取引価格及び商習慣に基づき取引を
行う場合に従う原則のこと。 
274 湯貢亮『中国税収発展報告』（中国税務出版社、2010 年 9 月）270 頁。 
 151 
て法律の形で事前確認制度を定めたのである。そして、その細則として「企業所得税法実




























る。2009 年 12 月末まで、全国で合計 120 件ほどの事前確認が処理された。事前確認の発
生件数は殆んどパソコンや自動車製造等、輸入依存度が高い産業に集中している。2009 年
                                                   
275 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 46 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 
276 「特別納税調整実施弁法（試行）」第 48 条、中国国家税務総局ホームページ。
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136593/n8137537/n8138502/8784619.html） 



























でいった。2005 年 4 月には中国の歴史上初の二国間事前確認が日本との間で締結された。
その後中国は、アメリカや韓国等の国々との間で二国間事前確認を締結した。2005 年から
2008 年の間に中国税務当局は、36 件の国内事前確認と 5 件の二国間事前確認を含む合計
41 件の事前確認を締結するまでに至っている。 
 2009 年には中国の二国間事前確認は急速な発展を遂げた。2009 年に締結された事前確認
は 12 件あり、そのうち国内事前確認は 5 件で、残りの 7 件は二国間事前確認であった。 
 2009 年末までに、中国税務当局は 41 件の書面による二国間事前確認の申請要請ないし
は正式な申請書を受理している。二国間事前確認の相手国には日本、韓国、アメリカ、デ
ンマーク及びシンガポール等であった。 
                                                   
278 张小平「中国の事前確認制度」、本庄資編『移転価格税制執行の理論と実務』（大蔵財務協









年度 国内 APA 二国間 APA 多国間 APA 合計 
2005 13 1 0 14 
2006 10 0 0 10 
2007 7 3 0 10 
2008 6 1 0 7 
2009 5 7 0 12 
2010 4 4 0 8 
2011 8 4 0 12 
（2011継続） （4） （0） （0） （4） 




年度 单边 APA 双边 APA 多边 APA 合  计 
2005 13 1 0 14 
2006 10 0 0 10 
2007 7 3 0 10 
2008 6 1 0 7 
2009 5 7 0 12 
2010 4 4 0 8 
2011 8 4 0 12 
（2011续签） （4） （0） （0） （4） 




                                                   
279 「中国事前確認年度報告」（2011）中国国家税務総局ホームページから。
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136608/n9947993/n9948014/n12181382.files/n12
181392.pdf（2012 年 12 月 26 日時点）。 
 154 
表 14：2005 年から 2011 年まで事前確認手続段階別の統計表280 
APA の手続段階別内訳（2011 年 12 月 31 日時点） 
 
状況 国内 二国間 合計 
受理前 
申請意向 6 21 27 
事前相談 1 30 31 
合計 7 51 58 
申請受理 
審査と評価 1 15 16 
協議 3 12 15 
合計 4 27 31 
締結事前確認 
合署名待ち 4 1 5 
監督管理の執行 12 9 21 
事前確認期間終
了 
41 11 52 
合計 57 21 78 
総 計 68 99 167 
 
 
APA 谈签阶段分布统计表（截至 2011 年 12 月 31 日） 
 
APA 所处阶段 单  边 双  边 合  计 
受理前期 
谈签意向 6 21 27 
预备会谈 1 30 31 
合计 7 51 58 
受理 APA 
审核评估 1 15 16 
磋商 3 12 15 
合计 4 27 31 
达成 APA 
达成但尚未签署 4 1 5 
监控执行 12 9 21 
安排期满 41 11 52 
合计 57 21 78 
総 計 68 99 167 
                                                   
280 「中国事前確認年度報告」（2011）中国国家税務総局ホームページから。
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136608/n9947993/n9948014/n12181382.files/n1218
1392.pdf（2012 年 12 月 26 日時点）。 
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表 15：2005 年から 2011 年まで事前確認事案の取引の類型281 
 
APA の対象関連企業間取引型別内訳 
申請受理 締結 APA 
関連企業間取引型 件数 割合 関連企業間取引型 件数 割合 
有形資産取引 22 45% 有形資産取引 63 64% 
無形資産取引 18 37% 無形資産取引 17 18 
役務提供取引 9 18% 役務提供取引 18 18% 
金融取引 0 0 金融取引 0 0 
合 計 49 100% 合 計 98 100% 
 
APA涉及关联交易类型统计表 
受理 APA涉及关联交易类型 达成 APA涉及关联交易类型 
关联交易类型 数量 比重 关联交易类型 数量 比重 
有形资产购销 22 45% 有形资产购销 63 64% 
无形资产转让和使用 18 37% 无形资产转让和使用 17 18 
提供劳务 9 18% 提供劳务 18 18% 
融通资金 0 0 融通资金 0 0 















                                                   
281 「中国事前確認年度報告」（2011）中国国家税務総局ホームページから。
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136608/n9947993/n9948014/n12181382.files/n
12181392.pdf（2012 年 12 月 26 日時点）。 
 156 




＜1 年 1 年から 2年 2 年から 3 年 ＞3 年 合計 
国内 28 24 1 0 53 








（含 1 年） 
1～2 年 
（含 2 年） 
2～3 年 
（含 3 年） 
3 年以上 合計 
单边 28 24 1 0 53 



















                                                   
282 「中国事前確認年度報告」（2011）中国国家税務総局ホームページから。 
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136608/n9947993/n9948014/n12181382.files/n
12181392.pdf（2012 年 12 月 26 日時点）。 
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283 スペンサー・チョン／黒川 兼／宮嶋 大輔「中国事前確認アニュアルッポート」、『国際
税務』2011 年 2 月 79 頁参照。 
284 「中国事前確認年度報告」（2009）中国国家税務総局ホームページから。
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136608/n9947993/n9948014/n10517889.files/n 
10518017.pdf（2011 年 5 月 12 日時点）。「中国事前確認年度報告」（2011）中国国家税
務総局ホームページから。 
http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/n8136608/n9947993/n9948014/n12181382.files/n








































































                                                   
285 王家俊「中国事前確認制度に関する考察」、税務会計研究学会『所得課税としての法人税－

































                                                   




















































































第 5 章 日中移転価格税制における無形資産の問題 
 
 
第 1 節 無形資産を巡る移転価格課税上の範囲の問題 
 
第 2 節 無形資産の使用により生じた利益の帰属の問題 
 



















































                                                   
287 阿部泰久「無形資産をめぐる国際取引に係る税務上の取扱いの現状と課題」『グローバル 
時代における新たな国際租税制度のあり方』（21 世紀政策研究所、2012 年）61 頁。 
288 阿部、前掲書、61 頁。 
289 阿部、前掲書、62 頁。 
290 阿部、前掲書、62 頁。 
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済的便益を企業にもたらす能力または可能性をもったあらゆる無形項目292とされている。   
本庄資教授は「会計学・経済学における無形資産概念と移転価格税制における無形資産
概念は必ずしも一致するものではない。」293と指摘された。 











日本の移転価格税制関連の規定として、表 17（169 頁参照）で記述しており、措通 66 の






                                                   
291 岡田依里『企業評価と知的財産』（税務経理協会、2003 年）64 頁。 
292 M.C.ミラー／M.A.イスラム『資産の定義と認識』太田正博／ジョアン・ロック訳、 
（中央経済社、1992 年）135 頁。 
293 本庄資「無形資産・費用分担契約・サービス――移転価格税制（3）」、『租税研究』第 719
号 255 頁。 
294 藤田晶子「無形資産の論点」、『税経通信』2004 年 11 月号 42 頁。 
295 中里実「無体財産権に対する transfer pricing についての経済分析」、『租税研究』第 503
号 51 頁。 
296 ホワイト＆ケース税理士法人（荻原雄二執筆部分）『知的財産税務戦略』（税理経理協会、
2008 年）3 頁。 






















                                                   
298 Anthony M.Fay, IFA Branch Reporter: People’s Republic of China, in: the International Fiscal 
Association, Cahiers de Droit Fiscal International, Volume 92a, 2007, p. 173.  
移転価格のために定められたこの無形財産の定義は、中国における他の税務上の定義と一致し
ている。原文は（This definition of intangible property for transfer pricing purposes is generally 





書作成などのために支払う費用まで広がっている。原文は（Chinese domestic law provides a 
relatively expansive definition of “royalties.” In fact, there is no precise term for “royalties” in the 
Chinese language; the closest analog is texuquan shiyongfei, which broadly refers to “payment for the use 
of proprietary rights.” Hence, the Chinese domestic tax law interpretation of royalties extends beyond a 
payment for the right to use intangible property, to payments for technical training, technical services, and 













い。また、A と B のように登録、登記という制度は存在しない。 
D の生産方式、ノウハウ、営業秘密、取引網等は、技術的な秘密や企業が継続して運営
していくことにより生まれた資産である。 
A から D についてはこのように分類することが可能であるため、無形資産としての定義
づけも比較的容易になされるであろう。 
しかし、問題になるのは E である。これは A から D に分類することができず無形資産の








タ）、(c)上記 2 つのいずれにもきちんと分類されないカテゴリーとする分類である300。 
無形資産の定義として、特に曖昧であるのが上記マーケティング上の無形資産であると
思われるが、OECD ガイドラインにおいてその定義づけの道筋が示されている。 








                                                   
299  望月『日米移転価格税制の制度と適用』472 頁。 































                                                   
301 経済開発協力機構『OECD 移転価格ガイドライン』143 頁。 
302 岡田至康『グルーバル時代における新たな国際租税制度のあり方』（21 世紀政策研究所、
2012 年）51 頁。 
303 吉川保弘「役務提供に伴う無形資産取引と残余利益分割法の適用」、『税経通信』2007 年 11
月号 172 頁。 




法令第 13 条第 8 号 
法基通 20−1−21 
措通 66 の 4（3）－3 
（注）1 







































































                                                   
305 国税庁『移転価格税制適用に当たっての参考事例集』第 2 章第 1 項事例 10 参考、53 頁を
基に筆者が加筆したもの。 
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307 角田伸広「OECD 加盟国間及び中国等新興国との間での二重課税問題」、『租税研究』第 755
号 226 頁。 
308 角田、前掲書、226 頁。 
309 岡田『グルーバル時代における新たな国際租税制度のあり方』51 頁。 
































                                                   
311 高久隆太「移転価格課税における無形資産の使用により生じた利益の帰属及びその配分」、
『税務大学校論叢』49 号 3 頁。 
312 森信夫『無形資産・サービス取引のグローバルマネジメント』（日本機械輸出組合、2004
年）18 頁。 
313 徳永匡子「独立企業間価格の計算」、『税経通信』2007 年 1 月号 99 頁。 
314 森『無形資産・サービス取引のグローバルマネジメント』18 頁。 






























                                                   





318 経済開発協力機構『OECD 移転価格ガイドライン』151 頁。 
319 伊藤「独立企業間価格の算定方法」98 頁。 



































                                                   
321 高久「移転価格課税における無形資産の使用により生じた利益の帰属及びその配分」55 頁。 
322 高久、前掲書、55 頁。 
323 高久、前掲書、56 頁。 


































                                                   
325 羽床正秀「無形資産と費用分担契約について」、『国際税務』2006 年 10 月号 37 頁。 
326 高久隆太『知的財産をめぐる国際税法』（大蔵財務協会、2008 年）267 頁。 
327 経済開発協力機構『OECD 移転価格ガイドライン』142 頁～152 頁。 



































                                                   
329 経済開発協力機構、前掲書、151 頁。 
330 経済開発協力機構、前掲書、152 頁。 
331 経済開発協力機構、前掲書、152 頁。 



































                                                   
333 羽床正秀「無形資産と費用分担契約について」、『国際税務』2006 年 10 月号 38 頁。 













ちなみに、2012 年 10 月、国連は、国連モデル条約に基づく移転価格マニュアル（Practical 


















                                                   
335 角田伸広「中国等新興国における二重課税問題への対応――移転価格課税に係る国連等で
の動向」、『国際税務』2012 年 9 月号 23 頁。 
336 角田、前掲書、23 頁。 
337 角田、前掲書、24 頁。 
338 青山慶二「国連モデル条約に基ずく 2012 年移転価格マニュアルについて」、『租税研究』
765 号 283 頁。 





















事案では、アメリカと香港との関連取引が問題となった。DHL 社は 1972 年に、急成長す
る国際業務に対応するため、香港に DHLI 社を設立した。そして、国際小包配送業務につ
いては、通常各国の独立した現地代理店が行い DHLI 社にネットワーク手数料を支払って
いた。また、遅くとも 1979 年までには、オランダ領アンティル諸島法人の MNV 社が設立
され、DHLI 国際ネットワークの海外現地法人の株式の大部分を保有することになった。 
 
① 1972 年から 1992 年にかけて、DHL 社と DHLI 社及び MNV 社は国際ネットワーク 
を構成し DHL 社はアメリカ業務に専従、DHLI 社及び MNV 社は海外業務を取り扱っ
                                                   
340 川田剛／ホワイト＆ケース外国法事務弁護士事務所『ケースブック海外重要租税判例』（財
経詳報社、2010 年）358 頁～363 頁。高久隆太｢移転価格課税における無形資産の使用により
生じた利益の帰属及びその配分｣ 、『税務大学校論叢』49 号 75 頁～76 頁。ホワイト＆ケース
外国法事務弁護士事務所／神田橋法律事務所「全世界的規模で成立している無形資産の適正な
価格」『税務事例』第 35 巻第 2 号（財経詳報社、2003 年 2 月）41 頁～43 頁。望月『日米移
転価格制度と適用』385 頁～388 頁。山川博樹『移転価格税制―二国間事前確認と無形資産に











意により 1990 年まで延長が繰り返された。DHL 社はアメリカで商標を登録し、DHLI
社は世界各国で商標登録を開始した。DHL 社が DHL 商標に関連する法律・登録費用
等アメリカでの広告宣伝、マーケティングその他の販売促進費を負担する一方で、
DHLI 社はアメリカ外でかかる一連のコストを負担した。 
③ DHL 社、DHLI 及び MNV 社の 3 社は、アメリカの移転価格税制上、関連者である。
IRS は、DHLI 社による DHL 商標の従前の使用料の未払分を（内国歳入法第 482 条に






香港法人 DHLI 社は、DHL 社に対して商標権使用料（６億ドルの使用料）を支払う義務
があるか。そして、香港法人である DHLI 社が国際市場向けの DHL 商標権の開発者となり
得るかという点であり、DHL 商標権が香港法人 DHLI に帰属するか否かが注目された。 
納税者の主張（原告）は、DHL マークの登録も商標権の開発費用負担も香港法人たる
DHLⅠ社がしており、使用料を支払う義務がないと主張した。 
課税庁の主張（被告）は DHL、DHLI 及び MNV の 3 社は、アメリカの移転価格税制上
の関連者に該当する。移転価格に関する財務省規則（§1.482-2(d)(1)(ⅱ)(c)）に規定する「開
発者――補助者ルール」によれば、商標の開発者は DHL 社であり、香港法人の DHLI 社は
使用料の支払義務を負うと主張した。  
連邦租税裁判所は、DHLI 社による DHL 商標使用に関する未払使用料分を DHL 社（ア
メリカ）の所得とした IRS の処分を支持する旨の判決を下した。その理由として、同裁判
所は、内国歳入法第 482 条の「開発者――補助者ルール」に照らして、DHL 社が商標の法
的所有者であったと判断した点を挙げている。 
その上で、国際市場向けの商標の開発者は香港の法人である DHLI 社であったとする
DHL 社の主張を斥けた。しかしながら、同裁判所は DHL 社が海外市場の商標の所有者で















 更に、第 9 巡回控訴裁判所は、租税裁判所は開発者――補助者ルールに基づく誤った法的




が 3 億 4、000 万ドルを超えていた点が重要な事実であり、開発業務の場所が、DHL 社で
はなく DHLI 社が業務を提供していた海外市場であった。」とも指摘し、「よって、国際市
場での DHL 商標権の開発者は香港法人たる DHLI であり、海外商標の権利に係る価値を
DHL に配分することは適切ではない。1982 年から 1992 年までの間は、DHL という商標
権使用に関するロイヤリティについては、開発者――援助者ルールを適用すれば、DHLI は
これを支払う必要はない」と判断し、租税裁判所の判決を破棄した。また、第 9 巡回控訴














































                                                   
341 川田剛／ホワイト＆ケース外国法事務弁護士事務所『ケースブック海外重要租税判例』（財
経詳報社、2010 年）363 頁。 
342 望月『日米移転価格制度と適用』387 頁。 

































                                                   
344 中里実『金融取引と課税・金融革命下の租税法』 (有斐閣、1998 年）121 頁。 
345 ホワイト＆ケース税理士法人（赤松晃執筆部分）『知的財産税務戦略』（税理経理協会、
2008 年）188 頁。 
346 赤松晃『国際租税原則と日本の国際租税法――国際的事業活動と独立企業原則を中心に』
（税務研究会出版局、2001 年）397 頁。 



































                                                   
348 岡田『グルーバル時代における新たな国際租税制度のあり方』51 頁。 
349 高久「移転価格課税における無形資産の使用により生じた利益の帰属及びその配分」59 頁。 
































例を挙げている。事例 1 は、外国法人 FP はアメリカに登録した商標 A の保有者であり、FP
アメリカ子会社 S に商標 AA により、アメリカで製品を製造し販売する排他的権利をライセ
ンスした。FP は知的財産法による商標の所有者である。そうすると、この S はライセンス契
約によってライセンスの所有者であるが、商標の所有者ではないということを示している。


































                                                                                                                                                     




352 本庄、前掲書、262 頁。 
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 現在 OECD においては移転価格ガイドラインの見直し作業が進められており、2012 年 6
月には、無形資産の移転価格に関するディスカッションドラフトが公表されている。この
ドラフトペーパーはパブリックコメント（Public Comment）やビジネスコンサルテーション

















































                    
本論文では、「日中移転価格税制の研究」を研究テーマとして日中両国の移転価格税制及
び執行の現状更には今後のあり方について検討を行ってきた。 
















は第 4 章の第 3 節の相互協議と事前確認の部分で二重課税排除が不徹底であることを指摘















































                                                   
353 あずさ監査法人中国室/KPMG『中国移転価格税制の実務』119 頁。 
354 あずさ監査法人中国室/KPMG、前掲書、119 頁。 
355 角田伸広「OECD 加盟国間及び中国等新興国との間での二重課税問題」、『租税研究』第
755 号 225 頁。 
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